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本プログラムの実施内容（平成28~32年度）

気候変動適応戦略イニシアチブ

地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム
背 景

文部科学省は、世界に先駆けて、地球観測・予測情報を効果的・効率的に組み合わせて新たに有用な情報を創出することが可能な情報基盤として、
「データ統合・解析システム（DIAS)」を開発。これまでに大学、研究機関、政府、地方自治体、国際枠組等の国内外の多くのユーザーによる地球観測・
予測情報を用いた研究開発等を支え、水課題を中心に国内外の社会課題の解決に資する成果を創出し始めている。
国際的にも、地球環境情報をビッグデータとして捉え、地球観測情報・予測情報に社会・経済データを組み合わせて統合解析し、気候変動をはじめと
した社会課題の解決に活用する取組が本格化している。
「科学技術イノベーション総合戦略2015」（平成27年6月閣議決定）等においては、地球観測・予測情報を統合し、気候変動への適応・緩和に活用する
ために地球環境情報プラットフォームを構築し、ユーザーニーズを踏まえた一層の産学官の利用拡大を促進することで、長期運用体制に移行すること
が求められている。

概 要

≪DIASを中核とした地球環境情報プラットフォーム≫

国内外の地球観測・
予測情報、社会・経
済データ格納

気候変動適応・緩和
等の社会課題解決の
ための活用推進

①地球環境の研究者に加
え、企業等も含めた国内外
の多くのユーザーが長期
的にプラットフォームを有効
に利活用。

②共通基盤技術を基に産
学官による自由な発想
により、様々な社会課題
解決に資する成果が創出。

（利用料金制度の整備
及び利用ユーザー増加
に伴い、国費のみに依存
しない運営体制を確立。）

企業等の新規ユーザーを含めて長
期的・安定的に利用されるプラッ
トフォームの運営体制を構築。
（セキュリティ・保守管理、ITサポート、ユー
ザーサポート、データポリシーの整備、利
用料金制度の検討等）

地球観測・予測情報等を
用いた気候変動適応・緩
和等の社会課題解決で世
界をリード

これまでのDIASの展開
(システム開発段階)

①-１
地球観測・予測情報、社会
経済データを格納（約700種）

①-2
国内外の研究者等を中心に
DIASの利用が進展
（国内外の約260機関、1400人）

②気候変動・水課題を中心
に国内外の社会課題の解決
に資する成果例を創出
・洪水や内水氾濫等をリアルタイム
で予測可能なシステムを開発（利根
川、信濃川水系等）。

・ DIASで得られた予測情報をアジ
ア・アフリカの水資源管理等に活用。

・DIASに格納されている全球気候モ
デル（GCM)はIPCC第５次評価報告
書で世界一引用。

洪水を回避しつつ
適切な貯水量を保持

リアルタイム河川・ダム管理
システム（洪水・渇水・雨等予測）

(水資源管理のためのDIAS利用イメージ）

文部科学省

データオープン化等調整

①地球環境情報プラットフォーム
の構築

②地球環境情報プラットフォーム活用
のための共通基盤技術開発

ユーザー拡大、気候変動適応策・緩和
策等に貢献する共通基盤技術（プログ
ラム・アプリケーション）を開発。
(ニーズの高い水資源管理、エネルギーマネジ
メント等の分野を中心に対象を設定)

期待される効果
気候変動適応・緩和等に貢献する社会基盤としてDIASを発展的に展開

関係省庁、民間
企業、自治体、
各国のデータ
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総務省や国土交通省、気象庁、
環境省等の関係省庁のデータや
国際ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで取得されたデータ

地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム

民間企業、
自治体等の
ユーザー

自治体

民間企業

研究所

• プログラム全体の運営管理
• データのオープン化等に関す
る関係省庁との調整

• 地球環境情報プラットフォーム
運営会議との調整

観測/予測 ソリューション開発

地球観測・予測情
報等を用いたソ
リューションの開発

ニーズ提案

データの

オープン化等
の調整
支援

企画推進チーム
データポリシーの整備、データのオープン・フリー化の推進、利用料金
制度の整備、データ拡充計画や利用拡大計画の策定

ユーザー支援チーム
・セキュリティ・保守管理、データ維持・管理・運用・公開対応等の
ユーザーサポートを実施
・DIASの高度化（機械学習等の最新の知見も考慮したアップロー
ド、データ探索、品質管理等開発）

アプリケーション開発チーム
ﾕｰｻﾞｰﾆｰｽﾞが高い、エネルギー、気候、防災、農業等の社会課題に貢
献する共通基盤技術（プログラム、アプリケーション）の開発やDIASで開
発してきた水資源管理のための共通基盤技術の実装、IT研究者による
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ開発支援。

運営会議
プログラム・デイレクター（PD）、アドバイザリーボード等

国内外の地球観測・予測情報等

地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム

≪地球観測推進部会、
関係府省庁連絡会等≫

データ格納依頼
データのオープン化・
フリー化交渉

プログラム全体の管理・指示

文部科学省

関係省庁

アプリケーション
開発支援
共通基盤技術
提供

ニーズ提供
データ提供

データ利用
ユーザー

DIASに格納されて
いるデータをダウン
ロードして
利用

データ提供

利用
ニーズ
提供

気候変動
予測モデル
の利用

国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
による最先端の

研究成果

気候変動をはじめと
した様々な社会課題
解決に貢献

する予測モデル等の
提供

データ
格納

国内外ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、ﾎﾟｰ
ﾀﾙｻｲﾄとの連携

GEOSS、ICSU-WDS等 連携
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事前評価票 

 

（平成２７年８月現在） 

１．課題名 地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム（新規） 

２．開発・事業期間 平成２８年度～平成３２年度 

３．課題概要 

 文部科学省は、世界に先駆けて、地球観測・予測情報を効果的・効率的に組み合わせて

新たに有用な情報を創出することが可能な情報基盤として、「データ統合・解析システム

（DIAS）」を開発してきた。これまでに国内外の大学、研究機関、政府、地方自治体、国際

枠組等の国内外の多くのユーザーによる地球観測・予測情報を用いた研究開発等を支え、

気候変動・水課題を中心に国内外の社会課題の解決に資する成果例を創出し始めている。 

また、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」（平成 27 年 6 月閣議決定）等において

は、地球観測・予測情報を統合し、気候変動への適応・緩和に活用するために地球環境情

報プラットフォームを構築し、ユーザーニーズを踏まえた一層の産学官の利用拡大を促進

することで、長期運用体制に移行することが求められている。これを受け、気候変動への

適応・緩和等に長期的・安定的に貢献していくための社会基盤として、DIAS を発展的に展

開させることが必要となってきている。 

そこで、DIAS が気候変動適応・緩和等に貢献する社会基盤として、これまでの DIAS の

ユーザーに加えて企業等も含めた国内外の多くのユーザーに長期的・安定的に利活用され、

これらの者が自由な発想により気候変動をはじめとした様々な社会課題解決に資する成果

を創出していけるようにするため、平成 28 年度以降、これまでの DIAS の成果を活用して、

下記を実施する。 

 

①地球環境情報プラットフォームの構築 

企業等の新規ユーザーを含めて長期的・安定的に利用されるプラットフォームの運営体制

を構築する（セキュリティ・保守管理、IT サポート、ユーザーサポート、データポリシー

の整備、利用料金制度の検討等）。 

 

②地球環境情報プラットフォーム活用のための共通基盤技術開発 

地球環境情報プラットフォームのユーザーを拡大し、気候変動適応策・緩和策等に貢献す

るため、ユーザーニーズが高い、エネルギー、気候、防災、農業等の社会課題に貢献する

共通基盤技術(プログラム、アプリケーション)の開発を実施する。 

 

 

 



6 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

 DIAS はこれまでの１０年間の取組により、世界に先駆けて、国内外の地球観測・予測情 

報等を用いた、地球科学・情報科学・社会科学等にまたがる学際的な研究を推進し、地球 

規模の社会課題の解決に貢献する様々な研究成果を創出してきた。本プログラムは、今後、

本成果をもとに、新たなユーザーである企業等にも利用されるプラットフォームを構築す

ることで、地球観測・予測情報の有効活用やこれらの情報を用いた研究の継続的かつ発展

的な推進、研究成果の創出の支援をしていく点において、科学的・技術的意義は大きい。 

また、今後、企業等を含めた広範なユーザーによる利活用を通じて社会課題の解決への

貢献を可能とする基盤へと DIAS を発展させることは、科学技術の社会への貢献を具現化し

ていくという点で、社会的・経済的意義が大きい。世界的に気候変動が進展する中、気候

変動への適応と緩和に活かしていく上で DIAS の発展と活用は期待される。 

 また、本プログラムにおいて開発が予定されている共通基盤技術についても、これまで 

の DIAS の成果を考慮し、水資源管理、エネルギーマネジメント等の分野に活用可能な共 

通基盤技術を開発していくことを事例として取り上げている点も評価に値する。洪水等の 

自然災害の抑制や災害予測の観点から、今後、DIAS は重要な基盤となることから、本プロ 

グラムは国や社会のニーズに適合しており、国民の生命を守る技術として発展し運用され 

ることが期待される。なお、エネルギーマネジメントの共通基盤技術の開発にあたっては、 

適切なステークホルダーを特定した上で連携して取り組んでいくことを期待する。 

 以上のことから、本プログラムを実施することの必要性は高いと評価できる。 

 

評価項目： 

・科学的・技術的意義（発展性等）、 

・社会的・経済的意義(産業・経済活動の活性化・高度化、国際競争力の向上、社会的価値

等) 

・国費を用いた研究開発としての意義（国や社会のニーズへの適合性、国の関与の必要性、

他国の先進研究開発との比較における妥当性、学際・融合領域・領域間連携研究の促進

等） 

 

評価基準： 

・本プラグラムで行われるプラットフォームの構築や共通基盤技術の開発は、科学的・技

術的な面で、地球観測・予測情報を用いた研究開発の発展に貢献するか。 

・本プラグラムにより、気候変動をはじめとした社会的な課題解決に貢献する基盤として

DIAS を発展させることは、社会的・経済的な面で、産業・経済活動の活性化・高度化、

国際競争力の向上、社会的価値の創出に貢献するか。 

・世界に先駆けて研究開発を進めてきた DIAS のこれまでの成果や本プログラムにより行わ

れる今後の展開内容を踏まえ、国や社会のニーズへの適合性、国の関与の必要性の面で、

国費を用いて研究開発を行っていくことが必要か。 
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（２）有効性 

今後の DIAS の運営にあたっては、企業等の様々なユーザーが DIAS を活用していけるよ 

う、DIAS を長期的・安定的に運用していくことが必要であることに加え、これらのユーザ 

ーが効果的・効率的に DIAS を活用できるよう、ユーザーサポートやデータの更新等を適切 

に実施することが必要不可欠である。本プログラムは、これらの点を考慮した必要な運営 

体制が提示されており、今後、広く民間に DIAS が利用されることが可能となることから、 

実用化・事業化及び社会実装への貢献の意義が大きいほか、ユーザーニーズに応じた適切 

なサポート等が行われることから、研究開発の質の向上への貢献の意義が大きい。 

 また、今後、企業をはじめとした様々なユーザーが DIAS を中核とした地球環境情報プラ 

ットフォームを知的基盤として活用することにより、様々な研究分野において社会的要請 

に応えた新たな知の創出が可能となるほか、その成果の社会への還元を通じた社会課題の 

解決への貢献が可能となると考えられることから、新たな知の創出への貢献や知的基盤の 

整備への貢献が期待できる。なお、本プログラムの展開にあたっては、これまでの水資源

管理分野における実績及び成果を活かして、様々な社会課題の解決にも広く貢献していく

ため、他分野でも十分に活用されるように運営体制の整備と技術開発に取り組んでいくこ

とを期待する。また、データの利活用やデータ拡充の方法について想定ユーザーとの間と

の十分な対話を行うとともに、ユーザー拡大に向けて、事業当初から、専門家による利用

者のバックアップ体制の整備やユーザーが使用しやすいシステム、ソフトウェア等の整備、

DIAS の活用方法のガイドブックの作成、広報活動、地域実証事業の実施を図っていくこと

も重要である。また、DIAS に格納されているデータのオープン化・フリー化に関する取組

を本プラットフォームの戦略の中に明確に位置づけ、展開を図っていくことを期待する。 

 さらに、本プログラムにおいて開発が予定されている共通基盤技術の開発については、

ユーザーニーズの高い分野における共通基盤技術をプラットフォームの構築と並行して行

うことや本プラットフォームを通じて広くユーザーに供給していく点で有効であると考え

る。これまでに DIAS で開発されたリアルタイム河川・ダム管理システムが長野県において

実装された後、他のダムへの展開や他分野への展開が可能になれば、本プラットフォーム

の有効性は更に高まることから、波及効果の面でも有効性が高い。そのため、本システム

の全国展開等を国が支援していくことが重要である。共通基盤技術の開発にあたり、汎用

性を意識しすぎた結果、個々の課題解決に活用しにくい技術が開発されることがないよう、

ユーザーニーズ等を十分に把握し、適切な開発が計画的に行われることを期待する。 

 以上のことから、本プログラムを実施することの有効性は高いと評価できる。 

 

評価項目： 

・新しい知の創出への貢献 

・研究開発の質の向上への貢献 

・実用化・事業化や社会実装に至る全段階を通じた取組、知的基盤の整備への貢献や寄与

の程度 

・（見込まれる）直接・間接の成果・効果やその他の波及効果の内容等 
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評価基準： 

・本プラグラムで構築されるプラットフォームの運営体制や開発される共通基盤技術の内

容が新しい知の創出に貢献するか。 

・本プラグラムで構築されるプラットフォームにより、これまで以上に研究の質の向上が

図られるか。 

・本プラグラムで構築されるプラットフォームは、科学技術の成果の社会実装を促進して

いくために貢献するか。また、地球観測・予測情報等を用いた研究の推進において、重

要な知的基盤として貢献するか 

・本プログラムで開発される共通基盤技術の成果や波及効果は有効なものかどうか。 

 

（３）効率性 

 本プログラムは、これまでの DIAS の成果や研究基盤を活用して DIAS を中核としたプラ 

ットフォームを構築し、ユーザーを一層拡大していくことを目的としており、プラットフ 

ォームの運営にあたり、PD や産学官の有識者で構成されたアドバイザリーボードの下で 

様々なユーザーニーズや社会的・国際的な状況に効果的・効率的に対応可能なチームが新 

たに設置され、地球観測・予測情報を用いる研究等を支援していくことが提案されている 

ことから、研究開発の手段やアプローチの面で妥当であると評価できる。 

また、地球観測・予測情報等は、今後、多くの分野で利用されることが想定されるため、 

これらのデータをより多くのユーザーに展開していくための本プログラムの効率性は高

い。さらに、長期的・安定的に活用される基盤となるべく利用料金制度の検討をしていく

ことが提案されており、費用対効果の向上方策が考えられている点も高く評価できる。な

お、ユーザーの利用拡大を考慮し、よりローカルな観測情報・予測情報等の格納、利用の

促進を図るとともに、DIAS の成果を広く一般国民に普及していくことを期待する。また、

DIAS は国際的に見て先進的な取組であることから、国外のユーザーにも広く使われること

も想定した計画の策定や運営の方策の検討を期待する。 

加えて、本プログラムにおいて開発が予定されている共通基盤技術は、プラットフォー

ムを活用するユーザーの利便性を大きく向上させ、我が国の研究開発等の効率性の向上に

寄与するものと評価できる。今後、計画的に技術開発が行われる体制を構築していくこと

を期待する。 

 以上のことから、本プログラムは効率性が高い事業であると評価できる。 

 

評価項目： 

・計画・実施体制の妥当性 

・目標達成や管理の向上方策の妥当性 

・費用構造や費用対効果向上方策の妥当性 

・研究開発の手段やアプローチの妥当性 
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評価基準： 

・本プログラムで構築されるプラットフォームの運営体制は、研究実施上、適切な体制に 

 なっているか。 

・本プログラムで構築されるプラットフォームの運営体制は、目標の達成や管理を行って 

 いくうえで、妥当か。 

・本プログラムで構築されるプラットフォームの実施内容は、費用構造や費用対効果の面 

 で妥当か。 

・これまでの DIAS の成果をもとに本プログラムを実施していくことは、研究開発の手段や 

 アプローチの面で妥当か。 

５．総合評価 

 地球観測・予測情報等のビッグデータの活用に限らず、一般的にビッグデータの活用の

推進を図るためには、多くのユーザーがデータを活用できるようにしていくことが極めて

重要である。この点において、本プログラムは、これまでの DIAS の１０年間の成果に留ま

ることなく、それを更に発展させ、企業等の新規ユーザーにも広く利用されるようなプラ

ットフォームを構築していくことや、社会の要請に応えて社会課題の解決に貢献するため

に必要な共通基盤技術の開発を進め、プラットフォームを活用して本技術を広くユーザー

に共有していくことを目的としていることから、必要性、有効性及び効率性が高いと評価

できる。 

 なお、本プログラムの推進にあたっては、これまでの水資源管理分野における実績及び

成果を活かして、様々な社会課題の解決にも広く貢献していくため、他分野でも十分に活

用されるように運営体制の整備と技術開発に取り組んでいくことを期待する。また、地球

観測・予測情報等のデータの活用が進むよう、データポリシーの整備を早急に進めるとと

もに、データの活用が社会的に高く評価されるようにすることを期待する。また、気候変

動に関わるその他の研究や取組、関係省庁の施策との連携を進めていくほか、地球観測に

関する国際的な活動等との連携を通じて、本プラットフォームが世界的に利用されるよう

な展開を期待する。 
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省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発

地球温暖化対策、エネルギーの安定確保等の観点から徹底した省エネルギー社会の実現は我が国の喫緊の課題

我が国の電力消費のうち大きな割合を占める動力、照明、情報通信関連機器の省エネのためには、パワーエレクトロ
ニクス、高効率光源、高周波通信等のシステムに応用できる次世代半導体がキーテクノロジー
パワーエレクトロニクスデバイスとしては、これまでシリコン（Si）が実用化され、現在炭化ケイ素（SiC）が導入されつつあ
るが、原理的に高速動作が可能で高電圧・省電力で使用できる窒化ガリウム（GaN）等の次世代半導体が注目
青色LEDの開発成功に代表されるように、我が国には窒化ガリウム（GaN）等の次世代半導体研究に関する強みが存在

背 景

省エネ効果の高いシステムの実現に向け、理論・シミュレーションも活用した
材料創製からデバイス化・システム応用まで、次世代半導体の研究開発を
一体的に加速するため、産学官が結集した研究開発拠点を構築

オールジャパンで産学官の強みを活かした研究開発体制を構築

技術的な強みが産業競争力につながるよう知的財産戦略等も一体的
に検討

事業化に向けて研究開発をリードできるプログラム・ディレクター（PD）のリー
ダーシップの下、結晶創製拠点を中核とし、物性や原理の解明を行う評価基
盤領域、パワーエレクトロニクス応用、高周波応用、光源応用のためのデバイ
ス化・システム応用の研究開発領域が連携して一体的な研究開発を実施

事業概要

次世代半導体の実用化加速による省エネルギー社会の早期実現
世界に先駆けた次世代半導体の市場投入による産業競争力強化

省エネ社会実現のため、基礎・基盤研究の課題が多い窒化ガリウム（GaN）等の次世代半
導体に関し、我が国の強みを活かし、実用化に向けた研究開発を一体的に加速する必要

1  
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省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発

省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発

ニーズの展開、
技術課題の共有等

基礎・基盤研究 応用研究

プログラム全体の管理・指示

省エネ効果の高いシステムの実現に向け、理論・シミュレーションも活用
した材料創製からデバイス化・システム応用まで、次世代半導体の研究
開発を一体的に加速するため、産学官が結集した研究開発拠点を構築

オールジャパンで産学官の強みを活かした研究開発体制を構築

技術的な強みが産業競争力につながるよう知的財産戦略等も
一体的に検討

JST事業等による基礎研
究の振興

研究成果の取り込み

文部科学省 経済産業省 内閣府

JST事業等による基礎研究の振興。
窒化ガリウム（GaN）等の次世代半導体
のパワーエレクトロニクス、高周波、
光源としての応用を
目指した革新的な
技術開発を拠点を
構築して推進。

内閣府では、「戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP）」を実施。炭化ケイ素（SiC）を中心にパワー
半導体の研究開発を推進。なお、GaNについても縦型
デバイスの実現に必要な基本的な研究開発を実施。
経済産業省では、NEDO次世代パワーエレクトロニクス
プロジェクトにおいて、SiC半導体の
パワーデバイスを実用化するため
の基板・デバイス・機器等の製造
のための技術開発を実施。

研究開発成果の
移転等

1  
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事前評価票 

 

（平成２７年８月現在） 

１．課題名 省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発（新規） 

２．開発・事業期間 平成２８年度～平成３２年度 

３．課題概要 

 地球温暖化対策や、エネルギーの安定確保等の観点から、徹底した省エネルギー社会の

実現は我が国の喫緊の課題となっている。我が国の電力消費のうち大きな割合を占める動

力、照明、情報通信機器の省エネルギーに大きく寄与する技術として、パワーエレクトロ

ニクス、高効率光源、高周波通信等のシステムに応用できる次世代半導体技術がキーテク

ノロジーとなっている。パワーエレクトロニクスデバイスとしては、これまでシリコン（Si）

が実用化され、現在炭化ケイ素（SiC）が導入されつつあるが、原理的に高速動作が可能で

高電圧・省電力で使用できる窒化ガリウム（GaN）等の次世代半導体が注目を集めている。 

 2014 年のノーベル物理学賞を受賞した青色 LED の開発成功に代表されるように、我が国

には窒化ガリウム（GaN）等の次世代半導体研究に関する強みが存在しており、省エネルギ

ー社会実現のためには、未だ技術的課題が多い窒化ガリウム（GaN）等の次世代半導体に関

しては、その研究開発を加速する必要がある。 

 このため、次世代半導体に関する研究開発拠点を構築し、関係機関とも連携しながら理

論・シミュレーションも活用した材料創製からデバイス化・システム応用まで一体となっ

てオールジャパン体制での研究開発を行う。研究開発拠点においては、産学官が一体とな

って知的財産戦略等も検討し、次世代半導体の研究開発・実用化を一体的に加速する。 

 研究開発の推進に当たっては、システムの実用化に向けて研究開発をリードできるプロ

グラム・ディレクター（PD）のリーダーシップの下、結晶創製拠点を中核拠点とし、物性

や原理の解明等を行う評価基盤領域、パワーエレクトロニクス、高周波、光源の応用のた

めのデバイス化・システム応用の研究開発領域を設け、それぞれが連携して一体的な研究

開発を実施する体制を整える。 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

 地球温暖化対策や、エネルギーの安定確保等の観点から、これまでにない水準でエネル

ギーの経済効率性の確保と温室効果ガスの排出削減の両立を求められている我が国にとっ

て、既存の省エネルギー技術のみならず、消費電力の革新的な低減を実現できる革新的な

技術の研究開発及び早期の社会実装は必須であり、国が重点的に推進する必要がある。 

我が国の電力消費のうち大きな割合を占める動力と照明、情報化社会の進展により更な

る電力需要の増加が見込まれる情報通信機器の消費電力を低減するためには、パワーエレ

クトロニクスや照明、高周波通信などにおいて省エネルギーに大きく寄与する「次世代半
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導体」がキーテクノロジーとなっている。2014 年の青色発光ダイオード（LED）開発成功

でのノーベル物理学賞受賞に代表されるように、我が国には次世代半導体研究に関する強

みが存在している。一方で、窒化ガリウム（GaN）等の次世代半導体に関しては、まだ欠陥

が少なく高品質で大型の結晶を作製する技術が確立されておらず、大電力での使用やコス

トダウンの観点から大きな課題となっている。さらに、光源デバイスとしての高効率化や

用途拡大に資する波長域の拡大や、高周波特性を活かした回路・周辺機器の開発なども十

分進んでいない状況にある。このため、未だ企業が本格的な製品化を進めるには課題が多

く、国における基礎・基盤研究の推進及びリスクの高い研究の実施を行い、更なる技術力、

産業競争力の向上につなげていくことが求められている。 

このような背景のもと、「日本再興戦略」改訂 2015（平成 27 年 6 月閣議決定）において

は、「更なる省エネルギーを可能とする窒化ガリウム（GaN）等を活用した次世代半導体等

の革新材料の開発・導入を進める」とされるなど、我が国の大学・研究機関・企業等の知

見を集約し、結晶創製からデバイス化・システム応用まで、実用化を加速するための基盤

的研究開発が急務となっており、本事業の必要性は高いと評価できる。 

評価項目： 

・科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、国費を用いた研究開発としての意義 

評価基準： 

・国費を投入する必要性はあるか 

（２）有効性 

省エネルギー効果の高いシステムの実用化に向けて、理論から実際のデバイスの実用化

まで、次世代半導体の研究開発を一体的かつ総合的に推進することは、事業終了後の社会

実装を早めることが期待でき、効果的である。本事業では、理論やシミュレーションも活

用した新たなアプローチによる高品質・大型・低コストの半導体基板等の研究開発を行う

とともに事業全体のとりまとめを行う「中核拠点」、インバータやパワーコンディショナと

いったパワーエレクトロニクス応用のためのデバイス化技術、システムや回路設計に関す

る研究開発を行う「パワーエレクトロニクスデバイス・システム応用研究開発領域」、大出

力高周波の通信機器や、非接触給電機器等のためのデバイス技術、システムや回路設計に

関する研究開発を行う「高周波デバイス・システム応用研究開発領域」、次世代の広帯域

LED や半導体レーザーのためのデバイス技術、システムや回路設計に関する研究開発を行

う「光源デバイス・システム応用研究開発領域」、次世代半導体基板・デバイス等の基礎物

性や界面等における現象・原理の解明などの学術基盤及びシステムの信頼性・性能等の評

価を行い、各拠点・領域に評価・解析結果をフィードバックする「評価基盤領域」の 5 つ

の拠点・領域を設ける。各拠点・領域においては、それぞれ強みを持つ大学・研究機関・

企業等が結集したオールジャパン体制を構築することとしている。このように我が国の強

みを最大限活かし、理論・シミュレーションも活用した材料創製からデバイス化・システ

ム応用までの全体を俯瞰した研究開発を一体的に加速し、次世代半導体をいち早く実用化

につなげることは、革新的な省エネルギー技術の導入による省エネルギー社会実現への貢

献、世界市場の獲得による我が国の産業競争力の強化への貢献が期待できる。 
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評価項目： 

・実用化・事業化や社会実装に至る全段階を通じた取組 

評価基準： 

・実用化に向けた必要な取組が設定されているか 

（３）効率性 

 本事業では、理論・シミュレーションも活用した材料創製からデバイス化・システム応

用まで、次世代半導体の研究開発を一体的に加速するため、産学官が結集した研究開発拠

点を構築し、産学官のそれぞれの強みを生かした研究開発体制を整備するとともに、技術

的な強みが産業競争力の強化にもつながるよう、知的財産戦略等を合わせて一体的に検

討・実施する体制を整えることとしており、効果的かつ効率的な研究開発の実施が期待で

きる。事業の運営に当たっては、事業化に向けて研究開発をリードできる企業出身者等の

優れた業績とマネジメント力を兼ね備えた人材をプログラム・ディレクター（PD）及びプ

ログラム・オフィサー（PO）に選任し、社会実装から見た視点で研究全体、産学連携、本

事業以外の研究開発事業における成果の活用、本事業の成果の橋渡し等をマネジメントす

ることが重要である。また、産学官共同で出口戦略や知的財産の取扱いに係るオープン＆

クローズ戦略を検討する枠組を設け、同戦略に基づく研究開発マネジメントや知的財産管

理を行うとしているが、その具体的な内容や進め方等について、十分な検討を行うことが

必要である。さらに、内閣府や経済産業省などの関係府省と情報共有を図るとともに、産

業界での取組の情報収集を行い、連携関係の構築等により効率的・効果的な事業運営を行

うことが必要である。 

 また、研究成果の評価に加え、研究開発の進捗に応じて、実用化の可能性を評価し、大

幅な研究計画の見直しやチーム編成の見直し等を行う機会を研究開発期間内に設けるな

ど、緻密なマネジメントを実施し、研究開発の有効性・効率性を担保することも有効であ

る。 

評価項目： 

・計画・実施体制の妥当性、目標・達成管理の向上方策の妥当性 

評価基準： 

 ・目標達成に向けて適切な実施体制や運営体制が組まれているか 

５．総合評価 

上記の必要性、有効性、効率性の観点から評価した結果、本研究開発課題は我が国の強

みを生かし、省エネルギー社会の実現という喫緊の課題解決に資するものであり、積極的

に推進するべきと評価できる。実施に当たっては、出口を見据えて産業界や関係府省との

緊密な連携体制の構築を進めることが重要である。 
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